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（百万円未満切捨て） 

１．平成１９年３月期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

（１）連結経営成績                                                               （％表示は対前期増減率）） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１９年３月期 ２７，４５１ ( 5.9 ) ２，０９９ ( △5.4) ２，２３２ ( △3.0) ９３２ ( △8.5)

１８年３月期 ２５，９１４ ( 1.2 ) ２，２１９ (△15.6) ２，３００ (△13.3) １，０１９ (△34.0)

 

１株 当 たり 潜 在 株 式 調 整 後 自 己 資 本 総 資 産 売 上 高  

当期純利益 １ 株当た り 当期純利 益 当期純利益率 経常利益率 営業利益率 

 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

１９年３月期 ８８ １９ ８７ ９７ ３．９ ７．７ ７．６

１８年３月期 ９０ ４０ ８９ ７６ ４．４ ８．２ ８．６

（参考） 持分法投資損益    １９年３月期   ０百万円  １８年３月期  △５百万円 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

１９年３月期 ２９，８９７ ２３，９２８ ８０．０ ２，２５９ ７５

１８年３月期 ２７，７３３ ２３，４５６ ８４．６ ２，２１３ ０４
(参考) 自己資本       １９年３月期  ２３，９２８百万円  １８年３月期  － 百万円 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物 

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円

１９年３月期 ２，００９ △ ３，５４９ △ ３５２ ３，６３８

１８年３月期 １，４２３ △ １，０７５ △ ５４５ ５，５３１

２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

１８年３月期 
１９年３月期 

１７ ５０ 
１８ ００ 

１７ ５０
１８ ００

３５ ００
３６ ００

３６８ 
３８０ 

３８．７ 
４０．８ 

１．６
１．６

２０年３月期 
（予想） １８ ００ １８ ００ ３６ ００  ２８．２  

３．平成２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

中 間 期 １１，５００ (2.1) ５６２ ( 0.5) ５８５ (△8.7) ３０２(△19.0) ２８ ５２

通  期 ２９，２００ (6.4) ２，３８０ (13.4) ２，４２０ ( 8.4) １，３５０( 44.8) １２７ ４９
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４.その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 ･ 無 

 

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 ･ 無 
② ①以外の変更   有 ･ 無 
(注)  詳細は、１５ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 

(３) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 10,903,240 株 18 年 3 月期 10,903,240 株 
②期末自己株式数  19 年 3 月期 314,324 株 18 年 3 月期   333,428 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、２３ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.１９年３月期の個別業績(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 

(１)個別経営成績                                （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１９年３月期 ２７，２１５（ 8.2 ) １，７１９ ( △1.5) １，９８０ (  1.7) １，１５４ ( 36.3)

１８年３月期 ２５，１６０ ( 2.5 ) １，７４５ (△24.0) １，９４７ (△19.7) ８４７ (△38.9)
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

１９年３月期 １０９ １１ １０８ ８４

１８年３月期 ７４ ８８ ７４ ３５

 

(２)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

１９年３月期 ２８，１０５ ２２，４０４ ７９．７ ２，１１５ ８１

１８年３月期 ２５，６５７ ２１，７０１ ８４．６ ２，０４７ ７６
(参考) 自己資本      １９年３月期  ２２，４０４百万円  １８年３月期  － 百万円 

２．平成２０年３月期の個別業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭

中 間 期 １１，４００ (2.2) ４００ ( 1.0) ５３０(△11.0) ３１２(△55.1) ２９ ４６

通  期 ２９，０００ (6.6) ２，０４０ (18.7) ２，２００( 11.1) １，２６６(  9.7) １１９ ５６

 
※ 業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業

績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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１．経営成績  

（１）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 
当連結会計年度の国内経済は、内閣府の３月月例経済報告では、昨年１２月より４ヶ月連続

で「消費に弱さがみられるものの、回復している」と表現され、企業部門を中心に景気回復が続

いているものと考えられます。 
間仕切業界におきましては、公共投資の減少や鋼板等の原材料価格の高止まり、販売価格競

争等、厳しい経営環境が続きましたが、国内企業の収益改善に伴う好調な設備投資の増加を受け

て、民間需要を中心とした工場・生産施設向け、事務所・オフィスビル向けに間仕切需要の増加

が見受けられました。 
このような情勢のなかで、当社は積極的なコスト削減、「設計指定活動」を営業活動の中心に

据えるとともに、「新規開拓専任者」による新規優良顧客の開拓を積極的に推進し、受注獲得に

取組んでまいりました。 
新製品としては、昨年秋に「カームドアＦＢ」、「カームドアＥＸ」、「ＥＧドア」並びに「ト

イレブースＴＢ－ＥＳ」を開発、発売開始しました。 
これらの結果、当連結会計年度は公共工事削減の影響から官公庁向けは減少しましたが、国

内企業の業績改善から民間需要が回復し、民間向けを中心に工場・生産施設向け、学校・体育施

設向けが増加し、売上高は２７４億５１百万円（前連結会計年度比５．９％増）と、増収となり

ました。利益面については、販売価格競争とアルミ、鋼板等の値上げ、高止まりの影響から各種

コスト削減と販売費及び一般管理費の抑制に努めたものの、売上総利益率は前連結会計年度比 

１．２ポイント、営業利益率も同１．０ポイント低下し、経常利益は２２億３２百万円（前連結

会計年度比３．０％減）、当期純利益は過年度役員退職慰労引当金５億円９７百万円を特別損失

に計上したこともあり、９億３２百万円（前連結会計年度比８．５％減）となりました。また、

受注残高については、８４億６４百万円（前連結会計年度比１０．４％減）となりました。 

②品目別の状況 
当社グループ主力品目の可動間仕切は、官公庁向けの庁舎等は公共事業の減少により影響を

受けましたが、民間設備投資の回復による工場・生産施設向け、事務所・オフィスビル向けでカ

バーし、前連結会計年度比７．４％増加しました。移動間仕切については、小型の移動間仕切が

好調なうえ、大型の移動壁についても宿泊施設での大型物件があったことから大幅増加し、移動

間仕切全体では前連結会計年度比９．２％増加しました。また、固定間仕切については、依然と

して好調な軽量ドアに加え、事務所・オフィスビル向けも好調で、名古屋市の「ミッドランドス

クウェアー」、東京・六本木の「東京ミッドタウン」といった新築大型オフィスビル物件への納

入が続く等、壁面化粧パネルの納入が大幅増加し、前連結会計年度比５．９％増となりました。

この固定間仕切は、今後益々加速する高齢化社会、バリアフリー社会を背景として需要は今後も

継続して伸びることが予想され、今後の当社の大きな柱となる製品に成長していくものと考えて

おります。トイレブースは工場・生産施設向け、学校・体育施設向け等、全体的に伸びて前連結

会計年度比５．４％増加しました。 
品目別による売上高、受注高及び受注残高は次のとおりであります。 
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１）品目別売上高明細書 
（百万円未満切捨） 

当連結会計年度 
自平成１８年４月 １日 
至平成１９年３月３１日 

期 別

 
 
品 目 金  額 前連結会計年度比 
 百万円 ％ 
可 動 間 仕 切 ９，１８７ １０７．４ 
固 定 間 仕 切 ７，８２４ １０５．９ 
ト イ レ ブ ー ス ４，６９３ １０５．４ 
移 動 間 仕 切 ３，４０７ １０９．２ 
ロ ー 間 仕 切 １，０８７ ８７．５ 
そ の 他 １，２５１ １０８．３ 

合  計 ２７，４５１ １０５．９ 
 

２）品目別受注高及び受注残高 
（百万円未満切捨） 

当連結会計年度 
自平成１８年４月 １日 
至平成１９年３月３１日 

受 注 高 受 注 残 高 

期 別

 
 
 
品 目 金  額 前連結会計年度比 金  額 前連結会計年度比

 百万円 ％ 百万円 ％

可 動 間 仕 切 ８，９４９ １０２．３ １，８２１ ８８．４ 
固 定 間 仕 切 ７，２０４ ９８．９ ３，７７８ ８５．９ 
トイ レブ ース ４，５６１ １０４．１ １，１４６ ８９．６ 
移 動 間 仕 切 ３，３７１ １０９．９ １，３４２ ９７．４ 
ロ ー 間 仕 切 １，０８７ ９１．４ ８５ １００．１ 
そ の 他 １，２９８ １０７．７ ２８９ １１９．３ 

合   計 ２６，４７２ １０２．３ ８，４６４ ８９．６ 
 

③次期の見通し 
次期の国内経済につきましては、企業の設備投資の増加、雇用環境、消費の改善等、景気回

復の成熟度は高まっているものの、原油価格や鉄鋼価格の高騰、国内金利上昇の兆しをはじめ米

国やアジアの動向等、国内外経済に与える影響を充分注視していく必要があるものと思われます。 
間仕切業界におきましては、政府の構造改革や公共投資の縮小に加え、原材料の高止まりや

販売価格競争等、予断を許さない状況が続くものと思われます。 
このような状況下において当社は、市場占有率アップによる業績向上を目指し、販売子会社

の自社拠点化の完了とこの数年来の営業拠点の新設により、これら新設拠点と既存営業拠点が一

体となり業績拡大を進めてまいります。また、福祉・厚生施設向けを中心に、間仕切関連市場で

あるドア市場へ本格的に進出し、「設計指定活動」による受注活動と「新規開拓専任者」による

新規優良顧客の開拓を積極的に推進しながら、新製品の開発による他社との差別化と永年培った

間仕切のノウハウを提供し、受注に結びつけてまいります。 
これらの見通しと受注残高の消化等を考慮し、次期の業績予想としましては、売上高は前連

結会計年度比６．４％増の２９２億円、経常利益は前連結会計年度比８．４％増の２４億２０百

万円、当期純利益は前連結会計年度比４４．８％増の１３億５０百万円を見込んでおります。 
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（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況 
当連結会計年度末における資産総額は２９８億９７百万円となり、前連結会計年度末より 

２１億６４百万円増加いたしました。これは主に現金及び預金、受取手形及び売掛金の流動資産

の増加によるものです。 
負債総額は５９億６９百万円となり、前連結会計年度末より１６億９２百万円増加いたしま

した。これは未払法人税等の増加による流動負債の増加と、平成１９年４月９日に発表いたしま

した「役員退職慰労引当金計上（特別損失の発生）に関するお知らせ」のとおり、役員退職慰労

引当金を６億４５百万円固定負債へ計上したことによるものであります。 
また純資産につきましては、２３９億２８百万円となり、前連結会計年度末より４億７１百

万円の増加となりました。これは主として利益剰余金の増加によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は３６億３８百万円

となり、前連結会計年度末より１８億９２百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動により増加した資金は２０億９百万円となりました。これは主に、税金等調整前当

期純利益１６億９３百万円、減価償却費４億９９百万円、棚卸資産の減少額３億３百万円、退職

給付引当金の増加額１億６１百万円、役員退職慰労引当金の増加額６億４５百万円等による増加

と、売上債権の増加額１３億２０百万円及び法人税等の支払額４億３８百万円等による減少であ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により減少した資金は３５億４９百万円となりました。これは主に、定期預金の預

入による支出３３億円と有形固定資産の取得による支出１億９９百万円及び無形固定資産の取

得による支出６９百万円等による減少等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動により減少した資金は３億５２百万円となりました。これは主に、配当金の支払額  

３億７５百万円の支出による減少及び自己株式の売却による収入２３百万円の増加であります。 

③キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 第３６期 

平成 15 年 3 月期

第３７期 
平成 16 年 3 月期

第３８期 
平成 17 年 3 月期

第３９期 
平成 18 年 3 月期

第４０期 
平成 19 年 3 月期

自己資本比率（％） ８３．７ ８２．８ ８１．８ ８４．６ ８０．０

時価ベースの自己資本比率（％） ４３．９ ７３．５ ７１．９ ９０．５ ６９．５

キャッシュ・フロー対 
有利子負債比率 

－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ － － － － －

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 
３．当社は有利子負債及び利払いはありませんので、キャッシュ・フロー対有利子負債比

率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては記載しておりません。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分に関する基本的な考え方は、収益状況に対応した上で、株主還元の充実を図り、配当

性向３０％の達成を目標とするとともに、その一方で企業体質の強化、及び業容の拡大に備えて

内部留保を充実することも目標としております。この内部留保につきましては、業界内部におけ

る競争激化に対処し、コスト競争力を高めるための設備投資等の資金需要に備えるためであり、

将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。 

配当金については、この方針のもと当期は経常減益、特別損失５億円９７百万円の計上等もあ

り、当期純利益では前連結会計年度比８．５％の減益となりましたが、当期末配当については、

当初予定通り１株当たり１８円００銭を予定しております。その結果、年間配当金額では通期で

１株当たり１円００銭増配の３６円００銭と、７期連続の増配となります。 

次期についても、通期で１株当たり３６円００銭の配当を予定しております。 

また、株主優待制度を設け、３月末現在の１単元以上の株主様に対しては当社オリジナルデザ

イン図書カードを、９月末現在の１単元以上の株主様に対しては当社オリジナルデザインＱＵＯ

カードを贈呈する制度を実施しております。 

なお、株主価値の向上と当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的とし、

平成１５年６月２５日開催の株主総会決議に基づきストック・オプション制度を導入し、当社及

び当社連結子会社の取締役、監査役、従業員に対して平成１５年９月５日に新株予約権を発行し

ております。 

 
最近５年間の配当金の推移                            （単位：円） 
 第３６期 

平成 15 年 3 月期 

第３７期 
平成 16 年 3 月期

第３８期 
平成 17 年 3 月期

第３９期 
平成 18 年 3 月期 

第４０期 
平成 19 年 3 月期

中間配当 14.00 14.50 16.50 17.50 18.00 

期末配当（特・記） 14.00 17.50（3.00） 16.50 17.50 18.00 

合計 28.00 32.00（3.00） 33.00 35.00 36.00 

（注）期末配当金は特別配当、記念配当を含む金額であります。 
 

（４）事業等のリスク情報 

経営成績の変動について 
当社は、建物に使用される間仕切の製造・販売を行っております。当社製品を用途別に分類す

ると、当連結会計年度においては、売上高の約２４％が官公庁向け、約７６％が民間向けとなっ

ております。官公庁向けについては、公共投資の動向は日本国政府及び地方自治体の政策によっ

て決定されるものであり、今後とも安定的に推移するとは限りません。したがって、民間設備投

資が減少する場合及び公共投資が削減される場合、当社の業績は民間設備投資動向及び公共投資

動向の影響を受ける可能性があります。 
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２．企 業 集 団 の 状 況           
 

当社は、可動間仕切、固定間仕切、トイレブース、移動間仕切、ロー間仕切等の製造及び販売を主要

な事業とする会社で、当社を中核として周辺に以下の子会社及び関連会社を擁して、企業集団としての

事業を展開しております。 
 
事業の系統図は次のとおりであります。 

 
客       先 

                
連結子会社  

施 工 小松ウオールサービス株式会社 
         

         

販 売 

 

 
当  社 

製 造  

   部品   コンピュータシステム開発 
 子会社 子会社 

小松プロテクター株式会社 小松ウォールシステム開発株式会社 
関連会社 

 
 

株式会社パッセルインテグレーション  
 
注：連結子会社であった小松ウオール長野販売株式会社は、平成１８年４月１日を合併期日として当社

と合併し、消滅しております。なお、同地おいて長野支店を開設し、平成１８年４月１日より営業

を行っております。 
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３．経  営  方  針  

（１）会社の経営の基本方針 
当社は、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の要請に

即して、受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫システムをもって、様々な新製品を社

会に送り出し高い評価を得てまいりました。今後においても当社の専門分野である間仕切関連製品を

中心に、新製品の開発、サービスの向上を通じて、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げ

ることにより、株主・取引先・社員との共存共栄を図って社会への一層の貢献を行うことを経営指針

として活動してまいります。 

（２）目標とする経営指標 
当社が目標としている経営指標は、売上高経常利益率１０％以上及び総資産経常利益率１０％以

上であります。これらは事業効率向上と株主価値の最大化を図るための資本効率の向上を目指したも

のであり、連結・個別ともに継続的に達成できる体質を目指しております。この目標達成のために具

体的には、徹底した合理化、原価低減、効率の高い設備投資等により一人当たりの生産性を高めると

ともに、創業時より採用している小分割独立採算制度により、従業員一人ひとりが常に利益を意識し

た活動をしてまいりました。また、利益増とともに総資産の圧縮を目指し、借入金返済、支払手形廃

止、原材料、製品在庫等棚卸資産の圧縮等を実施してまいりました。 
今後も目標達成に向けて諸施策を実施し、業績及び株主価値の向上を図ってまいりたいと存じま

す。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 
今後の間仕切業界は、景気が回復してきているとはいえ、公共投資の減少傾向が定着し、厳しい

受注競争、価格競争が継続するものと考えられます。このような状況下においては、間仕切市場占有

率のアップと間仕切関連製品であるドア市場への本格的な進出及び厳しい価格競争に耐えられるコ

スト競争力が不可欠であり、当社は、着実な業容拡大と安定した収益確保のために、以下の中期経営

計画を策定、実施してまいります。 
①営業力増強と販売網拡充を図るため、首都圏営業力強化と近畿、九州地区に営業拠点を新設しま

す。本年４月１日より奈良営業所、宮崎営業所を設置、営業開始しております。また、販売子会

社の自社拠点化として、小松ウオール長野販売㈱を吸収合併し、同地において昨年４月より長野

支店を開設しております。これにより販売子会社の自社拠点化は終了し、エンドユーザーに直結

した販売体制の構築が完成しました。 
②生産体制の充実を図り、生産性向上及び協力工場を含めた生産ネットワークを強化してまいりま

す。 
③今後も継続する高齢化社会に対応した製品、環境にやさしい製品を戦略製品と位置付け、新製品

開発に積極的に取組んでまいります。 

（４）会社の対処すべき課題 
当社では、収益重視の経営を基本とし、今後も高い収益を維持しながら業績拡大に努めてまいり

ます。また、管理体制面では、内部統制の整備・運用を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの

充実・強化に努めてまいります。 
 

（５）その他、会社の経営上重要な事項 
該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表  
（１）連結貸借対照表 
 

（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

（平成１８年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 
期 別 

 
科 目 金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 
（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 流 動 資 産  

１． 現 金 及 び 預 金 ５，５３１ ６，９３８ 
２． 受 取手 形及 び売 掛金 ７，９８５ ９，３４５ 
３． 棚 卸 資 産 ２，５３４ ２，２３１ 
４． 繰 延 税 金 資 産 ３４３ ４０４ 
５． そ の 他 １１９ ５９ 

貸 倒 引 当 金 △ ２９ △ ３５ 
 流 動 資 産 合 計 １６，４８４ ５９．４ １８，９４４ ６３．４

Ⅱ 固 定 資 産  
１． 有 形 固 定 資 産  
（１） 建 物 及 び 構 築 物 ５，１４６ ５，１５３ 
（２） 機械装置及び運搬具 ２，６５８ ２，７１８ 
（３） 土 地 ２，９１９ ２，９８０ 
（４） そ の 他 ８２２ ８５９ 
 減 価 償 却 累 計 額 △ ４，９５０ △ ５，３１０ 

 有 形 固 定 資 産 合 計 ６，５９６ ２３．８ ６，４０２ ２１．４

２． 無 形 固 定 資 産 ３２６ １．２ ２９０ １．０

３． 投 資 そ の 他 の 資 産  
（１） 投 資 有 価 証 券 ７６３ ６６９ 
（２） 保 険 積 立 金 ３，１２９ ２，８４８ 
（３） 繰 延 税 金 資 産 ― ４６４ 
（４） そ の 他 ５１１ ３２１ 

貸 倒 引 当 金 △ ７８ △ ４３ 
 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ４，３２５ １５．６ ４，２６０ １４．２

 固 定 資 産 合 計 １１，２４８ ４０．６ １０，９５３ ３６．６

 資 産 合 計 ２７，７３３ １００．０ ２９，８９７ １００．０
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（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

（平成１８年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在）
期 別 

 
科 目 金   額 構 成 比 金   額 構 成 比

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 流 動 負 債  
１． 買 掛 金 １，６８４ １，７４９ 
２． 未 払 金 ５８１ ６０３ 
３． 未 払 法 人 税 等 １１８ ７９９ 
４． 前 受 金 ４１５ ３８１ 
５． 賞 与 引 当 金 ６９０ ７３８ 
６． そ の 他 １６５ ２７５ 
 流 動 負 債 合 計 ３，６５６ １３．２ ４，５４７ １５．２

Ⅱ 固 定 負 債  
１． 退 職 給 付 引 当 金 ６１５ ７７６ 
２． 役員退職慰労引当金 ― ６４５ 
３． そ の 他 ５ ― 

 固 定 負 債 合 計 ６２０ ２．２ １，４２１ ４．８

 負 債 合 計 ４，２７６ １５．４ ５，９６９ ２０．０

（ 純 資 産 の 部 ）  
Ⅰ 株 主 資 本  
１． 資 本 金 ― ― ３，０９９ １０．４

２． 資 本 剰 余 金 ― ― ３，０３１ １０．１

３． 利 益 剰 余 金 ― ― １８，１４１ ６０．７

４． 自 己 株 式 ― ― △ ４７５ △ １．６

 株 主 資 本 合 計 ― ― ２３，７９７ ７９．６

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等  
１． その他有価証券評価差額金 ― ― １３０ ０．４

 評価・換算差額等合計 ― ― １３０ ０．４

 純 資 産 合 計 ― ― ２３，９２８ ８０．０

 負 債 純 資 産 合 計 ― ― ２９，８９７ １００．０

（ 資 本 の 部 ）  
Ⅰ 資 本 金 ３，０９９ １１．２ ― ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ３，０３１ １０．９ ― ―

Ⅲ 利 益 剰 余 金 １７，６５４ ６３．７ ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金             １７４ ０．６ ― ―

Ⅴ 自 己 株 式 △ ５０４ △ １．８ ― ―

 資 本 合 計 ２３，４５６ ８４．６ ― ―

 負 債 及 び 資 本 合 計 ２７，７３３ １００．０ ― ―
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（２）連結損益計算書 
（百万円未満切捨） 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
自平成１７年４月  １日 
至平成１８年３月３１日 

自平成１８年４月  １日 
至平成１９年３月３１日 

期  別 
 
 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 
  百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 売 上 高 ２５，９１４ １００．０ ２７，４５１ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 １７，７４４ ６８．５ １９，１３３ ６９．７

 売 上 総 利 益 ８，１７０ ３１．５ ８，３１８ ３０．３

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ５，９５０ ２２．９ ６，２１８ ２２．７

 営 業 利 益 ２，２１９ ８．６ ２，０９９ ７．６

Ⅳ 営 業 外 収 益 １００ ０．４ １４８ ０．５

１．受 取 利 息 ０ ６ 

２．受 取 配 当 金 ６ ７ 

３．受 取 保 険 金 ７３ １２０ 

４．受 取 家 賃 ２ １ 

５．受 取 手 数 料 ５ ５ 

６．そ の 他 １２ ６ 

Ⅴ 営 業 外 費 用 １９ ０．１ １５ ０．０

１．投資事業組合出資損失 ２ ０ 

２．売 上 割 引 １０ １５ 

３．持分法による投資損失 ５ ― 

４．そ の 他 ０ ― 

 経 常 利 益 ２，３００ ８．９ ２，２３２ ８．１

Ⅵ 特 別 利 益 ３３ ０．１ ６２ ０．３

１．固 定 資 産 売 却 益 ０ ― 

２．投 資 有 価 証 券 売 却 益 ０ ― 

３．貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ２８ ― 

４．ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 ３ ― 

５．補 助 金 収 入 ― ６２ 

Ⅶ 特 別 損 失 ５００ １．９ ６００ ２．２

１．固 定 資 産 売 却 損 ０ ― 

２．固 定 資 産 除 却 損 １０ ２ 

３．過年度役員退職慰労引当金繰入額 ― ５９７ 

４．減 損 損 失 ４９０ ― 

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １，８３３ ７．１ １，６９３ ６．２

 法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ７６９ ３．０ １，１１２ ４．１

 法 人 税 等 調 整 額 ４４ ０．２ △ ３５１ △ １．３

 当 期 純 利 益 １，０１９ ３．９ ９３２ ３．４
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（３）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書 

連結剰余金計算書 
（百万円未満切捨） 

前連結会計年度 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

 
期 別 

 
 
科 目 金     額 

（資本剰余金の部）  百万円

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  ３，０３１ 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 減 少 高   
 自 己 株 式 処 分 差 損 ０ ０ 

Ⅲ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高  ３，０３１ 
    

（利益剰余金の部）   
Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  １７，０８８ 
Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高   

当 期 純 利 益 １，０１９ １，０１９ 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高   
１．配 当 金 ３５７  
２．役 員 賞 与 ７４  
 （うち監査役賞与） （２）  
３．自 己 株 式 処 分 差 損 ２０ ４５２ 
Ⅳ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高  １７，６５４ 
    

 
 

連結株主資本等変動計算書 
当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日）                （百万円未満切捨） 
 

株主資本 
評価・換算

差額等 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

純資産合計

平成 18 年 3月 31 日残高 3,099 3,031 17,654 △ 504 23,281 174 23,456

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当（注） ― ― △ 184 ― △ 184 ― △ 184

剰余金の配当 ― ― △ 190 ― △ 190 ― △ 190

役員賞与（注） ― ― △ 65 ― △ 65 ― △ 65

当期純利益 ― ― 932 ― 932 ― 932

自己株式の取得 ― ― ― △ 0 △ 0 ― △ 0

自己株式の処分 ― ― △ 5 29 23 ― 23

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額） 

― ― ― ― ― △ 43 △ 43

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 486 28 515 △ 43 471

平成 19 年 3 月 31 日残高 3,099 3,031 18,141 △ 475 23,797 130 23,928

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書                 
 

（百万円未満切捨） 
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 期    別

項    目 
自平成１７年４月  １日 
至平成１８年３月３１日 

自平成１８年４月  １日 
至平成１９年３月３１日 

 百万円 百万円

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前当期純利益 １，８３３ １，６９３

減価償却費 ４９１ ４９９

減損損失 ４９０ ―

持分法による投資損失 ５ ―

貸倒引当金の増減額（△：減少） △ １８９ △ ２８

受取利息及び受取配当金 △ ６ △ １３

売上債権の増減額（△：増加） △ １４ △ １，３２０

棚卸資産の増減額（△：増加） ４６０ ３０３

仕入債務の増減額（△：減少） ２６ ６５

未払金の増減額（△：減少） ５３ １８

前受金の増減額（△：減少） △ ４１４ △ ３３

退職給付引当金の増減額（△：減少） １０３ １６１

役員退職慰労引当金の増減額（△：減少） ― ６４５

役員賞与の支払額 △ ７４ △ ６５

その他（純額） △ ５０ ５１２

小  計 ２，７１３ ２，４３９

利息及び配当金の受取額 ６ ７

法人税等の支払額 △ １，２９７ △ ４３８

営業活動によるキャッシュ・フロー １，４２３ ２，００９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
定期預金の預入による支出 ― △ ３，３００

有形固定資産の取得による支出 △ ９９２ △ １９９

有形固定資産の売却による収入 ０ ―

無形固定資産の取得による支出 △ ８９ △ ６９

投資有価証券の取得による支出 △ ２０ △ ２５

投資有価証券の売却による収入 ２ ４６

その他（純額） ２２ △ ０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １，０７５ △ ３，５４９

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
自己株式の取得による支出 △ ４９１ △ ０

自己株式の売却による収入 ３０３ ２３

配当金の支払額 △ ３５７ △ ３７５

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５４５ △ ３５２

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△：減少） △ １９７ △ １，８９２

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ５，７２８ ５，５３１

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ５，５３１ ３，６３８
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 
次に示す子会社全社を連結の範囲に含めております。 
小松ウオールサービス株式会社、小松プロテクター株式会社、小松ウォールシステム開発株式会社 

なお、連結子会社であった小松ウオール長野販売株式会社は、平成１８年４月１日を合併期日と 
して当社と合併し、消滅しております。 

２．持分法の適用に関する事項 
次に示す関連会社に持分法を適用しております。 

株式会社パッセルインテグレーション 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の事業年度は、連結会計年度と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの ・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に 

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
時価のないもの ・・・移動平均法による原価法 

②棚卸資産 
製品及び仕掛品  ・・・個別法による原価法 
原 材 料   ・・・移動平均法による原価法 
貯 蔵 品   ・・・最終仕入原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 ・・・ 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く） 
については定額法 
主な耐用年数は以下のとおり 

建物及び構築物   ７～５０年 
機械装置及び運搬具 ４～１４年 

無形固定資産 ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 
（ソフトウエア） 

（３）重要な引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金        ・・・  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金        ・・・  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 
退職給付引当金 ・・・  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から会計処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により会計処理しております。 
役員退職慰労引当金・・  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上しております。 
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（４）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平

成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日）を適用しております。従来の資本の部の合計に相当

する金額は２３，９２８百万円であります。 
なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

２．役員退職慰労引当金 
当連結会計年度より、改正後の「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告

第４２号）を早期適用しております。 
これにより、従来は支出時の費用として処理しておりました役員退職慰労金について、当連結会計

年度より役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更

いたしました。 
この変更により、当連結会計年度発生額４７百万円は販売費及び一般管理費へ、過年度分相当額 

５９７百万円は特別損失に計上しております。この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、

営業利益及び経常利益は４７百万円、税金等調整前当期純利益は６４５百万円減少しております。 
なお、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第４２号）の改正が平成

１９年４月１３日付で行われたため、当中間連結会計期間は従来の方法によっております。従って、

当中間連結会計期間は変更後の方法によった場合と比べ、営業利益及び経常利益は３３百万円、税金

等調整前中間純利益は６３０百万円それぞれ多く計上されております。 
 

（７）表示方法の変更 

１．連結貸借対照表関係 
前連結会計年度において、投資その他の資産の「その他」に含めておりました「繰延税金資産」は、

資産総額の１００分の１を超えたため、当連結会計年度より区分掲記することといたしました。なお、

前連結会計年度の投資その他の資産の「その他」に含まれる「繰延税金資産」は１４８百万円であり

ます。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項 

１．連結貸借対照表関係 

（１）関連会社に対するものは、次のとおりであります。 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 
投資有価証券（株式） １４ １４ 

 

（２）連結会計年度末日満期手形 
連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。 
なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形を

満期日に決済がおこなわれたものとして処理しております。 

受取手形   １７９百万円 

２．連結損益計算書関係 

（１）販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 
荷造運搬費 ７１６ ７６５ 
給与・賞与手当 ２，１８１ ２，２８５ 
賞与引当金繰入額 ３８７ ４２２ 
退職給付費用 ２０９ ２６６ 
役員報酬 １７９ １７７ 
役員退職慰労引当金繰入額 ― ４７ 
減価償却費 ２３７ ２２１ 
貸倒引当金繰入額 ― ２８ 

（２）一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
２０１百万円    １８７百万円 

 

３．連結株主資本等変動計算書関係 
当連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

（１）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 発行済株式 自己株式 
株式の種類 普通株式 普通株式 
前連結会計年度末株式数 10,903,240 株 333,428 株 

増加株式数 ― 396 株 

減少株式数 ― 19,500 株 

当連結会計年度末株式数 10,903,240 株 314,324 株 
（注） １．自己株式の増加数の内訳 

 単元未満株式の買取による増加 ３９６株

 ２．自己株式の減少数の内訳 
 ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 １９，５００株
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（２）配当に関する事項 
①配当支払金額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 

配当額 基準日 効力発生日 

平成18年6月23日 
決議 普通株式 184 百万円 17.50 円 平成18年3月31日 平成18年6月23日

平成18年10月11日 
取締役会 普通株式 190 百万円 18.00 円 平成18年9月30日 平成18年11月27日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 基準日 効力発生日 

平成19年6月26日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 190 百万円 18.00 円 平成19年3月31日 平成19年6月27日

 

４．連結キャッシュ・フロー計算書関係 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円

現金及び預金勘定 ５，５３１ ６，９３８ 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △ ３，３００ 
現金及び現金同等物  ５，５３１  ３，６３８ 

 

５．セグメント情報 

（１）事業の種類別セグメント情報 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、当社グループが営む事業は、単一であるため 

「事業の種類別セグメント情報」の記載を行っておりません。 

（２）所在地別セグメント情報 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外連結子会社及び在外支店がないため該当 

ありません。 

（３）海外売上高 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がないため該当事項はありません。 

６．リース取引 
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 

７．企業結合関係 
当社は、平成１８年４月１日を合併期日とし、当社の完全子会社である小松ウオール長野販売（株）

を吸収合併いたしました。当該合併は共通支配下の取引であり、連結財務諸表に与える影響はありま

せん。 
なお、共通支配下の取引等の注記は、財務諸表に注記しております。 
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８．関連当事者との取引 

（１）役員及び個人主要株主等 
関 係 内 容 

属 性 

会 社 等 

の 名 称 

又は氏名 

住 所 
資本金

(百万円) 

事業の内容

又 は 職 業

議決権等

の被所有

割 合

役員の 

兼任等 

事業上の

関係 

取 引 の

内 容 

取引金額

(百万円) 
科 目

期末残高

(百万円)

役員の 

近親者 
林 正勝 ― ― 税理士業 ― ― 役務の 

受入 

税務報酬

の 支 払 
１ 未払金 ０

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

（株） 

喜多八 

石川県 

小松市 
１０ 旅館業 ― ― 役務の 

受入 

旅館施設

の利用 
２ ― ― 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 
 ２．林正勝氏への税務報酬、その他の取引条件は、一般的な報酬事例を参考にして決定しております。 
 ３．(株)喜多八の施設利用についての価格、その他の取引条件は、当社と関係を有しない他社と同様の 

条件となっております。 
 

９．税効果会計関係 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円

繰延税金資産（流動）   
棚卸資産未実現利益 １４ ９ 
未払事業税 １３ ６１ 
賞与引当金 ２７９ ２９８ 
未払法定福利費 ３２ ３１ 
その他 １８ １７ 

繰延税金資産計 ３５８ ４１８ 
繰延税金負債（流動）   

棚卸資産認容額 △ １３ △ １２ 
その他 △  １ △  １ 

繰延税金負債計 △ １５ △ １３ 
繰延税金資産の純額 ３４３ ４０４ 
   
繰延税金資産（固定）   

無形固定資産 ９ １４ 
役員退職慰労引当金 － ２６０ 
退職給付引当金 ２４７ ３１３ 
ゴルフ会員権評価損 ４２ １９ 
減損損失 ２１ ２１ 
その他 １０ １３ 

繰延税金資産計 ３３１ ６４２ 
繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △ ６４ △ ８８ 
特別償却準備金 △  ５ △  １ 
その他有価証券評価差額金 △ １１８ △ ８８ 

繰延税金負債計 △ １８７ △ １７８ 
繰延税金資産（負債）の純額 １４３ ４６４ 
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上記繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 
 前連結会計年度 当連結会計年度

 百万円 百万円

流動資産－繰延税金資産 ３４３ ４０４ 
固定資産－繰延税金資産 ― ４６４ 
固定資産－投資その他の資産のその他 １４８ ― 
固定負債－その他 ５ ― 

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別内訳 
 前連結会計年度 当連結会計年度

法定実効税率 ４０．４％ ４０．４％

（調整） 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ２．５％ ２．５％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △０．１％ △０．１％

 住民税均等割等 ２．３％ ２．５％

 その他 △０．７％ △０．４％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４４．４％ ４４．９％

 

１０．有価証券関係 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 
（百万円未満切捨） 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
（平成１８年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 

期 別 
 
 
種 類 

取得原価 
連結貸借
対照表 
計上額 

差 額 取得原価
連結貸借
対照表 
計上額 

差 額

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの       

株  式 ２７８ ５４５ ２６７ ２７８ ４７６ １９８

債  券 － － － － － －

そ の 他     ２２ ４８ ２６ ２２ ４４ ２２

小  計 ３００ ５９３ ２９３ ３００ ５２０ ２２０

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの    

株  式 ３ ３ △ ０ ３ ２ △ ０
債  券 － － － － － －

そ の 他     １ ０ △ ０ １ ０ △ ０
小  計 ４ ４ △ ０ ４ ３ △ ０

合 計 ３０４ ５９７ ２９３ ３０４ ５２４ ２１９

（注）有価証券の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べて３０％以

上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、５０％以上下落したものについては減損処

理を行っております。また、３０％以上５０％未満下落したものについては、時価の推移及び

発行会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場

合を除き減損処理を行っております。 
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（２）売却したその他有価証券 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 

売 却 額 ２ ４６ 
売 却 益 の 合 計 ０ － 
売 却 損 の 合 計 － － 

 

（３）時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 百万円 百万円 
その他有価証券   
 非上場株式 １４７ １２６ 
 投資事業有限責任組合出資金 ４ ４ 

 

（４）その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
（前連結会計年度） 

 １年 以 内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 １０ 年 超 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
① 債 券   

国債・地方債 － － － － 
社   債 － － － － 
そ の 他 － － － － 

② そ の 他 － ９ １２ － 
合 計 － ９ １２ － 

 
（当連結会計年度） 

 １年 以 内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 １０ 年 超 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
① 債 券   

国債・地方債 － － － － 
社   債 － － － － 
そ の 他 － － － － 

② そ の 他 － １８ － － 
合 計 － １８ － － 

 

１１．デリバティブ取引 
当連結会計年度及び前連結会計年度 
当社グループにおいて、デリバティブ取引は全く利用しておりませんので該当事項はありません。 
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１２．退職給付関係 

（１）採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、厚生年金基金制度（石川県

機械工業厚生年金基金）及び退職一時金制度を設けております。 
なお、厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針３３項の例外処理を行う制度であります。 

（２）退職給付債務及びその内訳 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

 百万円 百万円

① 退職給付債務 △２，１９３ △２，３４９ 
② 年金資産 １，１７９ １，２４０ 
③ 未積立退職給付債務（①＋②） △ １，０１４ △ １，１０８ 
④ 未認識数理計算上の差異 ２０６ １７８ 
⑤ 未認識過去勤務債務 １９３ １５４ 
⑥ 退職給付引当金（③＋④＋⑤） △ ６１５ △ ７７６ 

 

（３）退職給付費用の内訳 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

 百万円 百万円

① 勤務費用 （注） ２８５ ３１５ 
② 利息費用 ３３ ４３ 
③ 期待運用収益（減算） ８ ８ 
④ 数理計算上の差異の費用処理額 ５４ ７３ 
⑤ 過去勤務債務の費用処理額 ３ ３９ 

⑥ 退職給付費用（①＋②－③＋④＋⑤） ３６９ ４６３ 

（注）自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することのできない総合設立の厚生年金

基金への拠出額（会社負担分）１６１百万円を勤務費用に含めております。 
 

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

① 割引率  ２．０％  ２．０％ 

② 期待運用収益率 ０．７５％ ０．７５％ 

③ 退職給付見込額の期間配分方式 期間定額基準 期間定額基準 

④ 数理計算上の差異の処理年数 (注１) ５年 (注１) ５年 

⑤ 過去勤務債務の額の処理年数 (注２) ５年 (注２) ５年 

(注)１. 各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から会計処理しております。 
２. 発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により会計処理

しております。 
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１３．ストック・オプション等 
当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（１）ストック・オプションの内容 
 平成１５年ストック・オプション 
付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 １６名 

当社監査役  ４名 

当社の管理職 １３８名 

連結子会社の取締役  ６名 

連結子会社の監査役  １名 

連結子会社の管理職 ２３名 
株式の種類別のストック・オプション数（注） 普通株式 ３１６，５００株 
付与日 平成１５年９月５日 

権利確定条件 付与日（平成１５年９月５日）以降、権利確定日

（平成１７年６月３０日）まで継続して勤務して

いること。 

対象勤務期間 平成１５年９月５日～平成１７年６月３０日 

権利行使期間 平成１７年７月１日～平成２０年６月３０日 

（注）株式数に換算して記載しております。 
 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 
当連結会計年度（平成１９年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、 

ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 
①ストック・オプションの数 

 平成１５年ストック・オプション 
権利確定後（株）  

前連結会計年度末 ６７，９００ 

権利確定 － 

権利行使 １９，５００ 

失効 － 

未行使残 ４８，４００ 

②単価情報 
権利行使価格（円） １，２２４ 

行使時平均株価（円） １，９８７ 
付与日における公正な評価単価（円） － 
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１４．１株当たり情報 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 

  至 平成 18 年 3 月 31 日）

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

  至 平成 19 年 3 月 31 日）

 円  銭 円  銭
1 株当たり純資産額 ２，２１３ ０４ ２，２５９ ７５ 
1 株当たり当期純利益額 ９０ ４０ ８８ １９ 
潜在株式調整後 1 株当たり純利益額 ８９ ７６ ８７ ９７ 

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 

  至 平成 18年 3月 31日）

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

  至 平成 19年 3月 31日）

1 株当たり当期純利益金額 

当期純利益（百万円） １，０１９ ９３２ 
普通株主に帰属しない金額  （百万円） ６５ ― 
(うち利益処分による役員賞与金)(百万円) ６５ ― 
普通株式に係る当期純利益  （百万円） ９５３ ９３２ 
普通株式の期中平均株式数  （株） １０，５５１，１０４ １０，５７７，９８１ 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   
当期純利益調整額      （百万円） ― ― 
普通株式増加数（株） ７５，６２２ ２６，４６２ 
（うち新株予約権）（株） ７５，６２２ ２６，４６２ 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

― ― 

 
２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （平成 18 年 3 月 31 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 

純資産の部の合計額     （百万円） ― ２３，９２８ 
純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円）
― ― 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― ２３，９２８ 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数     （株） ― １０，５８８，９１６ 

 
 

１５．重要な後発事象 
当連結会計年度及び前連結会計年度 

該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表  

（１）貸借対照表 

（百万円未満切捨） 
前事業年度 当事業年度 

（平成１８年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 
期 別 

 
科 目 金   額 構 成 比 金   額 構 成 比

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 流 動 資 産  
１． 現 金 及 び 預 金          ４，４８３ ５，９３５ 
２． 受 取 手 形          ３，１８４ ３，１６５ 
３． 売   掛   金 ４，７００ ６，１４６ 
４． 製       品 ９２ １０４ 
５． 原   材   料 １６６ １９０ 
６． 仕   掛   品 １３５ １１１ 
７． 未 成 工 事          ２，０５９ １，８２０ 
８． 貯   蔵   品 ３ ４ 
９． 前 払 費 用          ２８ ２７ 

１０． 繰 延 税 金 資 産          ２８０ ３４６ 
１１． そ   の   他 ８２ ２８ 

貸 倒 引 当 金          △ ２８ △ ３５ 
 流 動 資 産 合 計 １５，１８８ ５９．２ １７，８４６ ６３．５

Ⅱ 固 定 資 産  
１． 有 形 固 定 資 産           

（１） 建    物 ２，１６５ ２，０７９ 
（２） 構  築  物 １３３ １１４ 
（３） 機 械 及 び 装 置 ８２９ ７４７ 
（４） 車 輌 及 び 運 搬 具 １１ ９ 
（５） 工具、器具及び備品 ２１１ １８５ 
（６） 土    地 ２，４５７ ２，５８３ 
（７） 建 設 仮 勘 定 ５ ９ 

 有 形 固 定 資 産 合 計 ５，８１４ ２２．７ ５，７２８ ２０．４

２． 無 形 固 定 資 産  
（１） ソ フ ト ウ エ ア ３１６ ２９７ 
（２） 電 話 加 入 権 １５ １６ 
（３） 施 設 利 用 権 １ １ 
（４） 商 標 権 ― ０ 

 無 形 固 定 資 産 合 計 ３３２ １．３ ３１５ １．１

３． 投 資 そ の 他 の 資 産            
（１） 投 資 有 価 証 券 ７１５ ６２３ 
（２） 関 係 会 社 株 式 １１６ ８７ 
（３） 出 資 金 １２ １２ 
（４） 破産・更生債権等 ８９ ４８ 
（５） 長 期 前 払 費 用 ５ ４ 
（６） 保 険 積 立 金 ３，１０５ ２，８２１ 
（７） 繰 延 税 金 資 産 １１５ ４１１ 
（８） そ の 他 ２３９ ２４７ 

 貸 倒 引 当 金 △ ７８ △ ４３ 
 投資その他の資産合計 ４，３２１ １６．８ ４，２１４ １５．０

 固 定 資 産 合 計 １０，４６８ ４０．８ １０，２５９ ３６．５

 資 産 合 計 ２５，６５７ １００．０ ２８，１０５ １００．０
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－２５－ 

（百万円未満切捨） 
前事業年度 当事業年度 

（平成１８年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 
期 別 

 
科 目 金   額 構 成 比 金   額 構 成 比

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 流 動 負 債  
１．買 掛 金 １，７８０ １，８８０ 
２．未 払 金 ５０２ ５３９ 
３．未 払 費 用 ６８ ６６ 
４．未 払 法 人 税 等 ３５ ７１３ 
５．未 払 消 費 税 等 ２９ １３７ 
６．前 受 金 ３７５ ３８１ 
７．預 り 金 ２６ ３３ 
８．賞 与 引 当 金 ５９６ ６４４ 

 流 動 負 債 合 計 ３，４１５ １３．３ ４，３９７ １５．７

Ⅱ 固 定 負 債  
１．退 職 給 付 引 当 金 ５４０ ６９７ 
２．役員退職慰労引当金 ― ６０６ 
 固 定 負 債 合 計 ５４０ ２．１ １，３０４ ４．６

 負 債 合 計 ３，９５５ １５．４ ５，７０１ ２０．３

（ 純 資 産 の 部 ）  
Ⅰ 株 主 資 本  
１． 資 本 金 ― ― ３，０９９ １１．０

２． 資 本 剰 余 金  
（１）資 本 準 備 金 ― ― ３，０３１ 
 資 本 剰 余 金 合 計 ― ― ３，０３１ １０．８

３． 利 益 剰 余 金  
（１）利 益 準 備 金 ― ３０１ 
（２）その他利益剰余金 ― １６，３２０ 

 特 別 償 却 準 備 金 ― ２ 
 固定資産圧縮積立金 ― １１７ 
 別 途 積 立 金 ― １４，９８６ 
 繰 越 利 益 剰 余 金 ― １，２１３ 

 利 益 剰 余 金 合 計 ― ― １６，６２１ ５９．２

４． 自 己 株 式 ― ― △ ４７５ △ １．７

 株 主 資 本 合 計 ― ― ２２，２７７ ７９．３

Ⅱ 評価・換算差額等  
１． その他有価証券評価差額金 ― ― １２７ ０．４

 評価・換算差額等合計 ― ― １２７ ０．４

 純 資 産 合 計 ― ― ２２，４０４ ７９．７

 負 債 純 資 産 合 計 ― ― ２８，１０５ １００．０
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－２６－ 

 
前事業年度 当事業年度 

（平成１８年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 
期 別 

 
科 目 金   額 構 成 比 金   額 構 成 比

（ 資 本 の 部 ）  
Ⅰ 資 本 金 ３，０９９ １２．１ ― ―
Ⅱ 資 本 剰 余 金  
１． 資 本 準 備 金 ３，０３１ ― 
 資 本 剰 余 金 合 計 ３，０３１ １１．８ ― ―
Ⅲ 利 益 剰 余 金  
１． 利 益 準 備 金 ３０１ ― 
２． 任 意 積 立 金 １４，５７７ ― 
（１） 特 別 償 却 準 備 金 １１ ― 
（２） 固定資産圧縮積立金 ７９ ― 
（３） 別 途 積 立 金 １４，４８６ ― 
３． 当期未処分利益 １，０２６ ― 

 利 益 剰 余 金 合 計 １５，９０５ ６２．０ ― ―
Ⅳ その他有価証券評価差額金 １６９ ０．７ ― ―

Ⅴ 自 己 株 式 △ ５０４ △ ２．０ ― ―

 資 本 合 計 ２１，７０１ ８４．６ ― ―
 負 債 及 び 資 本 合 計 ２５，６５７ １００．０ ― ―
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－２７－ 

（２）損益計算書 
（百万円未満切捨） 

前事業年度 当事業年度 
自平成１７年４月  １日 
至平成１８年３月３１日 

自平成１８年４月  １日 
至平成１９年３月３１日 

期  別 
 
 

科  目 金  額 百 分 比 金  額 百分比 
  百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 売 上 高 ２５，１６０ １００．０ ２７，２１５ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 １７，８８８ ７１．１ １９，６０７ ７２．０

売 上 総 利 益 ７，２７１ ２８．９ ７，６０７ ２８．０

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ５，５２５ ２２．０ ５，８８８ ２１．７

営 業 利 益 １，７４５ ６．９ １，７１９ ６．３

Ⅳ 営 業 外 収 益 ２１５ ０．９ ２７７ １．０

１. 受 取 利 息 ０ ６ 
２. 受 取 配 当 金 ９１ １１３ 
３. 受 取 保 険 金 ７３ １２０ 
４. 受 取 家 賃 ２３ ２１ 
５. 受 取 シ ス テ ム 利 用 料 ９ ５ 
６. そ の 他 １６ ９ 

Ⅴ 営 業 外 費 用 １４ ０．１ １５ ０．０

１. 投資事業組合出資損失 ２ ０ 
２. 売 上 割 引 １１ １５ 

経 常 利 益 １，９４７ ７．７ １，９８０ ７．３

Ⅵ 特 別 利 益 ３１ ０．１ ３６６ １．３

１. ゴ ル フ 会 員 権 売却益 ３ － 
２. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ２７ － 
３. 補 助 金 収 入 － ６２ 
４. 抱 合 株 式 消 滅 差 益 － ３０４ 

Ⅶ 特 別 損 失 ４９７ １．９ ５６８ ２．１

１. 固 定 資 産 売 却 損 ０ － 
２. 固 定 資 産 除 却 損 ７ ２ 
３. 過年度役員退職慰労引当金繰入額 － ５６５ 
４. 減 損 損 失 ４９０ － 

 税 引 前 当 期 純 利 益 １，４８０ ５．９ １，７７８ ６．５

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ６１０ ２．４ ９５３ ３．５

 法 人 税 等 調 整 額 ２３ ０．１ △ ３２８ △１．２

 当 期 純 利 益 ８４７ ３．４ １，１５４ ４．２

 前 期 繰 越 利 益 ３８３  
 自 己 株 式 処 分 差 損 ２０  
 中 間 配 当 額 １８３  
 当 期 未 処 分 利 益 １，０２６  
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－２８－ 

（３）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書 

利益処分計算書 
（百万円未満切捨） 

前事業年度 

自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

期 別 
 
 
科 目 金    額 

   百万円 

Ⅰ 当期未処分利益  １，０２６ 

Ⅱ 任意積立金取崩高   

１． 特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 ４  

２． 固定資産圧縮積立金取崩額 １ ６ 

 合   計  １，０３２ 

Ⅲ 利益処分額   

１． 配当金 １８４  

２． 役員賞与金 ５６  

 （うち監査役賞与金） （ ２）

３． 任意積立金   

（１） 固定資産圧縮積立金 ４  

（２） 別途積立金 ５００ ７４６ 

次 期 繰 越 利 益  ２８６ 

（注）１．特別償却準備金、固定資産圧縮積立金の積立額及び取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくもので

あります。 
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－２９－ 

株主資本等変動計算書 
当事業年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日）                 （単位：百万円） 

株主資本 評価・換算

差額等

利益剰余金 資本 
剰余金 その他利益剰余金 

 

資本金 
資本 
準備金 

利益 
準備金

特別償却

準備金

固定資産

圧縮積立金

別途 
積立金

繰越利益 
剰余金 

自己株式 株主資本

合計 

その他

有価証券

評価差

額金 

平成18年3月31日残高 3,099 3,031 301 11 79 14,486 1,026 △ 504 21,532 169

事業年度中の変動額 
    

剰余金の配当

（注） － － － － － － △ 184 － △ 184 －

剰余金の配当 － － － － － － △ 190 － △ 190 －

役員賞与（注） － － － － － － △ 56 － △ 56 －

当期純利益 － － － － － － 1,154 － 1,154 －

自己株式の取得 － － － － － － － △ 0 △ 0 －

自己株式の処分 － － － － － － △ 5 29 23 －

特別償却準備金 

の取崩（注） － － － △ 4 － － 4 － － －
固定資産圧縮 

積立金の積立 

（注） － － － － 4 － △ 4 － － －
固定資産圧縮 

積立金の取崩 

（注） － － － － △ 1 － 1 － － －

別途積立金の 
積立（注） － － － － － 500 △ 500 － － －

特別償却準備金
の取崩 － － － △ 4 － － 4 － － －

固定資産圧縮分 
積立金の積立 － － － － 36 － △ 36 － － －

固定資産圧縮分 
積立金の取崩 － － － － △ 1 － 1 － － －
株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額 
（純額） 

－ － － － － － － － － △ 42

事業年度中の 
変動額合計 － － － △ 9 38 500 187 28 744 △ 42

平成19年3月31日残高 
3,099 3,031 301 2 117 14,986 1,213 △ 475 22,277 127

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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－３０－ 

（４）重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
子会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの ・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

②棚卸資産 
製品、仕掛品及び未成工事 ・・・ 個別法による原価法 
原 材 料 ・・・ 移動平均法による原価法 
貯 蔵 品 ・・・ 最終仕入原価法 

２．減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 ・・・定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法 
主な耐用年数は以下のとおり  
 建物 ８～５０年  
 構築物 ７～４０年  
 機械及び装置 ７～１３年  
 車輛運搬具 ４～５年  
 工具器具備品 ２～８年  

無形固定資産 ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 
（ソフトウエア） 

３．引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金・・・ 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 
賞 与 引 当 金・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 
退職給付引当金・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から会計処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により発生した事業年度から費用処理することとして

おります。 
役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  
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－３１－ 

（５）重要な会計処理方針の変更 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 １

７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成１７年１２月９日）を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額は   

２２，４０４百万円であります。 
なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後

の財務諸表等規則により作成しております。 

２．企業結合に係る会計基準 
当事業年度より、企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成１５年１０月３１日））及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第１０号 平成１７年１２月２７日）を適用しております。 
これにより小松ウオール長野販売（株）の吸収合併に伴う抱合株式消滅差益３０４百万円を特別利益に

計上したため、税引前当期純利益が同額増加しております。 

３．役員退職慰労引当金 
当事業年度より、改正後の「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退

職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第４２号）を

早期適用しております。 
これにより、従来は支出時の費用として処理しておりました役員退職慰労金について、当事業年度より

役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。 
この変更により、当事業年度発生額４１百万円は販売費及び一般管理費へ、過年度分相当額５６５百万

円は特別損失に計上しております。この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、営業利益及び経

常利益は４１百万円、税引前当期純利益は６０６百万円減少しております。 
なお、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関

する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第４２号）の改正が平成１９年  

４月１３日付で行われたため、当中間会計期間は従来の方法によっております。従って、当中間会計期間

は変更後の方法によった場合と比べ、営業利益及び経常利益は２７百万円、税引前中間純利益は５９２百

万円それぞれ多く計上されております。 

（６）個別財務諸表に関する注記事項 

１．貸借対照表関係 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 
 前事業年度 当事業年度 
 百万円 百万円 
 ４，６３６ ４，９９６ 

（２）関係会社に対する負債 
 前事業年度 当事業年度 

 百万円 百万円 
買掛金 ４１７ ３９７ 

 



小松ウオール工業(株)（7949）平成１９年３月期決算短信 

－３２－ 

（３）期末日満期手形 
期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、

事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済がおこなわれたも

のとして処理しております。 

受取手形   １７９百万円 

２．株主資本等変動計算書関係 
当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月 31日） 

（１）自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 自己株式 
株式の種類 普通株式 
前事業年度末株式数 333,428株 

増加株式数 396株 

減少株式数 19,500株 

当事業年度末株式数 314,324株 
（注） １．自己株式の増加数の内訳  

 単元未満株式の買取による増加 ３９６株 

 ２．自己株式の減少数の内訳  

 ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 １９，５００株 

３．リース取引 
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 

４．有価証券関係 
当事業年度及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 
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５．税効果会計関係 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 前事業年度 当事業年度 
 百万円 百万円 
繰延税金資産（流動）   

未払事業税 ６ ５４ 
賞与引当金 ２４０ ２６０ 
未払法定福利費 ２７ ２７ 
その他 １８ １７ 
   繰延税金資産計 ２９４ ３５８ 

繰延税金負債（流動）   
 棚卸資産認容額 △ １３ △ １２ 
繰延税金資産の純額 ２８０ ３４６ 
   
繰延税金資産（固定）   

役員退職慰労引当金 ― ２４５ 
退職給付引当金 ２１８ ２８１ 
ゴルフ会員権評価損 ４２ １９ 
減損損失 ２１ ２１ 
その他 ８ １１ 
   繰延税金資産計 ２９０ ５７９ 

   
繰延税金負債（固定）   

固定資産圧縮積立金 △ ５５ △ ７９ 
特別償却準備金 △  ４ △  １ 
その他有価証券評価差額金 △ １１４ △ ８６ 
   繰延税金負債計 △ １７５ △ １６７ 

繰延税金資産の純額 １１５ ４１１ 
 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別内訳 
 前事業年度 当事業年度 
 百万円 百万円

法定実効税率 ４０．４％ ４０．４％

（調整） 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ３．０％ ２．４％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ２．４％ △ ２．５％

 住民税均等割等 ２．７％ ２．３％

 抱合株式消滅差益 ― △ ６．９％

 その他 △ ０．９％ △ ０．６％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４２．８％ ３５．１％
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６．企業結合関係 
当事業年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

１）結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を

含む取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容 
①結合企業 

名称 小松ウオール工業㈱(当社) 
事業の内容 間仕切製品の製造、販売ならびに施工 

②被結合企業 
名称 小松ウオール長野販売㈱(当社の完全子会社) 
事業の内容 間仕切製品の販売ならびに施工 

（２）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 
平成１８年４月１日を合併期日とし、当社を存続会社、小松ウオール長野販売㈱を消滅会社と

する吸収合併であり、結合後企業の名称は小松ウオール工業㈱となっております。なお、合併に

よる新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

（３）取引の目的を含む取引の概要 
当社の競争力強化に資するため、国内の営業体制の一体化による営業効率の一層の向上を目的

として、当社の完全子会社である小松ウオール長野販売㈱と合併いたしました。 
 

２）実施した会計処理の概要 
当社が小松ウオール長野販売㈱より受入れた資産及び負債は、合併期日の前日に付された適正な

帳簿価額により計上しております。なお、当社が保有する当該子会社株式の帳簿価額と増加株主資

本との差額３０４百万円を損益計算書における特別利益に計上しております。 
 

７．重要な後発事象 
当事業年度及び前事業年度 
該当事項はありません。 

 
 
 

６．その他  
 

（１）役員の異動 （平成１９年６月２６日付予定） 

１．退任予定取締役 

現 取締役相談役 加
か

 納
のう

 實
みのる

  
 
 

以上 




